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通常学級における特別な配慮を要する児童の支援の在り方
一多様なニーズに応えるための組織的な支援一
学校力開発コース (12220923) 渡部美千恵
本研究は，通常学級における特別な配慮、を要する児童の支援の在り方について，担任だ
けで指導にあたるのではなく，学校全体で系出哉的な支援を行うための方策について提案す
るものである。 そのためには，学校現場における概重を明らかにし，特別支援教育コーデ
ィネーターを中心に， 校内委員会の機能化を図ることが重要であると考える。そこで，教
育相談体制の中に問題解決モデルとチーム援助を取り入れた組織的な支援の有効性を明ら
かにする。
[キー ワー ド]組織的な支援，問題解決モデ、ル，チーム援助，特別支援教育コーディネーター
1 問題の所在と方法
(1)問題の所在及ひ潮:究の背景
「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある
特別な支援を必要とする児童生徒に関する調あ桔
果について」文科省(2012)では，学級の 6.5%の
児童生徒が学習面又は行動面で著しい困難を示し
ていると報告されている。また， 山形県第5次教
育振興計画の一層の推進を図るために， 山形県と
しても「学習指導力・ 生徒指導力・特別支援教育
力の3つを統合した担任力の育成Jに取り組んで、
いる。このように，喫緊の熟題として担任の特別
支援教育力が求められている。
先の「特別支援教育を推進するための制度のあ
り方について」文科省 (201)を受けて，山形県内
の全小・中学校で、も特別支援コー デ、ィネ ターーが
指名されており，校内の体制づくりが進められて
いる。しかし， 学校現場では，担任の力量に委ね
るところがまだまだ大きい現状にあり，担任が学
級の問題として一人で抱え込んで、しまっている場
合も多い。体制づくりが進められているにもかか
わらず，児童・ 生徒の多様なニーズ、に応えられな
いとしづ現状は，その体制の機能化が充分に図ら
れていないことが一因と考えられる。
(2)研究の目的
本研究は，通常学級における特別な支援を要す
る児童の支援について，そのニーズ、に応えるため
に，担任をサポートする組織的な支援の在り方に
ついての方策を提案するものである。
(3)研究の方法
まず，山形県内A小学校における教員の意識調
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査と，山形県内B小学校における実態の聞き取り
調査を行い，学校現場での取り組みの成果と槻E
を明らかにしていく。次に，先行研究の調査や実
践から，校内の支援体制の在り方とその可能性を
検討し，教育相談委員会を活用した組織的な支援
の在り方について方向性を探る。さらに，これら
を実践することによって，より効果的な高H織的な
支援の在り方を検討する。
2 先行研究の検討
(1)問題解決モデルによる校内支援体制
干川|隆 (205)は，通常学級に在籍している学
習障害 (LD)や注意欠陥/多動性障害 (ADH
D)，高機能自閉症などの児童生徒への支援を行う
際に「気になる児童生徒から特別支援教育までの
道筋(特別支援教育に照会するまでの段階)が明
確でなく，また対応の仕方はそれぞれの学校によ
って異なっているJと指摘している。そこで、，通
常学級の中で学習面や行動面において気になる児
童生徒がいる場合に，学級担任がどのように判断
し，対応していけばよいのかを，米国の問題解決
モデルを用いて提案している。ここで言う「問題
解決」を，干)1は「児童生徒と環境の評価，ニー
ズの特定，そのニーズにあった支援策の作成と実
施，そして成果の石鶴忍と評価を含む系統的な過程j
(干川， 2005)と定義している。
さらに，その過程を4つに分け，その過程は，
日常的に教師が行っているものと し実践可能性
が高いことを指摘している。 4つの過程とは，①
問題の特定(問題は何か)②問題の分析(なぜ起
きているのか)③計画の実施(問題を解決するた
めに何をするのか)④計画の評価(計画はうまく
言ったか，変更が必要か)である。
このような問題解決を3つの段階(図 1)を繰
り返すことによって，学校現場で機能化を図るこ
とができるとしている。
児童生徒は， 学校又は親の期待から革離
↓ 
|ステー ジ 1:学級の中での支園
児童生徒は，支援に反応しない
|ステー ジ2:校内支援チー斗
児童生徒は，支援に反応しない
|ステ}ジ3:児童生徒支援チーム|
児童生徒は，支援に反応しない
附わりのプログラムが必要司
図1問題解決モデルの概要(MSP，2002) 
干川が「問題解決モデルで、は3 問題解決に参加
する人たちの連携協力関係が必要」と述べている
通り，これらのいずれのステージ(段階)も学級
担任だけで行うことは不可能である。それは，多
忙感を増すことにつながるだけで、なく，児童のニ
ーズや支援のあり方について客観性を欠くことに
なりかねないからである。
児童のニーズが多様化しており，そのニーズに
応えるためには，学校全体の中でのチーム援助，
つまり，序回哉的な支援が行われることの必要性を
強調したい。また，問題解決モデルを取り入れる
ことは，問題の所在や今後の支援の方向性を明ら
かにするのはもちろん，評価していくことによっ
て， 学級担任だけの判断で問題を先送りにしない
ことにも繋がっていくと，思われる。
(2)校内支援体制の機能
磯員(2007)は， r校内支援体制づくりには， W気
づきの機能JlW実態把握の機能JlW支援の機能JlW相
談の機能J]W連絡調整の機能J]W研修の機能』の6
つの機能が重要であり， 自校の校内支援体制をチ
ェックし，それらを課題にして取り組んでいくこ
とが大切であるJと述べている。
また，磯良は，これらの機能が活きて働く機能
となるための関係性を次のように述べている。「特
別な配慮、を要する児童生徒への適切な支援を行つ
ていくためには，①『気づき』から②『実態把握J]，
②『実態把握』から③『支援』へと順を追って進
んでいくことが望ましい。①から②，②から③へ
と滞りなく進むためには④『連絡調整』⑤『相談』
が必要になる。 @W研修』は①から⑤までの機能
を向上させる働きをするj。
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小学校の場合，学級担任が多くの授業を担当す
ることが多いことから，学習指導・生徒指導上の
問題を一人で抱え込んでしまいがちである。実際，
肥後 (2005)の「小学校の学級担任の意識調査」
(小松， 2002より作成)によると，他の学級には
「口出しできなし¥Jと感じている教員が7割以上
もいるというデータもある。この間題を解決する
ためには，特別支援教育に対する認識を深め，学
級担任だけが責任を担うのではないという前提に
立つ必要があるo その上で，学級担任としての課
題を教員集団としての課題として捉えていく組織
づくりが必要で、あろう。
3 実践と結果(明らかになったこと)
(1)山形県内A小学校における意識調査
調査の結果，各学年に10%以上の配慮、を要する
児童がおり，その割合は学年が上がるにつれて増
える傾向にある。しかし，学年によって大きく数
値が高いものも見られることから，担任による判
断基準に個人差があり，生徒指導上競題を抱えて
いる児童と特別な教育的配慮が必要である児童が
混在している学年・学級があると推察する。男女
の比率は，全国的な調査の結果に類似しており，
男子の割合が高い。
学習面，行動面における比率は， 1年生から4
年生までは学習面における困難性を感じている
教員が多いのに対し，高学年になると行動面にお
ける困難性が高くなる傾向にあった。文科省
(2012)の調査結果では，全学年を通して学習面で
の困難性が高い数値を示していることから， A小
学校での特異性が見られる。このことから， 学習
面での困難性よりも行動面の閤難性のほうが，判
断基準が難しく，生徒指導上の問題が背景にある
のではなしゅミと考えられる。
このような状況の中で， 85%を超える教員が，
現状の校内指導体制では不十分であると回答し
ている。言い換えると，特別な配慮、を要する児童
へ適切な指導がなされていないという教員自身
の自己評価とも言える。
A小学校の調事情果からは，特別な配慮、が必要
な児童に対する適切な働きかけが必要であると
いう意識は高いものの，具体的にどのような手立
てや指導を行えばいいのかわからないという教
員の悩みも感じ取れる。
学級担任が抱える困り感としては，資料の不足
や体制が整っていないことが挙げられる。また，
問題を抱える児童について話し合う時間や会議
といった場が足りないと考えていることがわか
った。一方，特別支援学級担任は，現状で充分資
料が整っていると答えている。特別支援学級担任
は，専門性を持っていることに合わせて，個別の
支援計画を作成していることが，児童の支援や指
導に活かされているだけでなく，特別支援学級間
(情緒障害・知的障害・病弱)での情報交換や次
年度への引継ぎなど指導記録としても機能して
いることがわかった。これらの資料からは，学級
担任が必要な具体的な指導方法のヒントを得る
こともできると考えられる。
また，会議が必要と答えている教員が多い一方，
級外の教員(管理職含)は時間が足りないと答え
ている。これは，学校現場での多忙さを示すとと
もに，それでも，問題を抱える児童の指導にあた
っては会議や相談活動など学級担任だけに寄らな
い支援体制，札織的な支援が必要であることを示
していると言える。
(2)山形県内B小学校における聞き取り
B小学校は，特認校制度を取り入れており，学
区外からもたくさんの児童が通学している。通学
区域が広範囲にわたるために，幼・保との連携を
図ることに課題がある。このような状況を踏まえ，
次のような点に重点を置きチーム援助にあたって
し1る。
①情報の共有
B小学校で、は，定期的な教育相談委員会を開催
しており， 2ヶ月に1回教育課程にも位置づけら
れている。その場では，特別な配慮を要する児童
についての情報交換，支援や指導の効果の検証な
どが行われている。さらに，必要と判断された場
合，特別支援教育コーディネーター(以下コーデ
ィネーター)が委員会を招集することも多い。召
集に当たっては，コーディネーターが， 日頃から
学級担任との情報交換が図れるような配慮がなさ
れている。例えば，職員室内の座席の配置である。
低学年の学級担任の近くにコーディネーターの座
席が配置されている。学年が上がってから問題が
顕在化すると，学習の遅れが顕著だ、ったり，友達
関係でのトラブルが複雑化したり，解決に困難を
伴ってしまう。低学年では，できるだけ児童の問
題の早期発見につながるような学級担任の気づき
が大事である。そのため， 日頃から児童の様子に
ついて話しやすい場を作るために座席の配慮は大
切である。また，通常学級において，特別な支援
を要する児童についての個別の支援計画を作成し
ていることで，児童が抱える問題の所在とニーズ，
支援とその効果が職員聞でも共有できる。合わせ
て，児童アンケートを定期的にとり，児童自身が
問題を認識している場合の発見に努めている。
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このように，教員の観察による情報の共有と児
童からの情報を得ることで，問題を明らかにし，
その児童にとってのニー ズ、を把握で、きる。
②直ぐ対応
特別な西晴:を要する児童の観察は，小学校では
主に学級担任が行っている。しかし，学級担任任
せになってしまっては，客観性が乏しくなってし
まうことは先の干川(2005)の研究事例でも明らか
である。コーディネーターや特別支援学級担任は，
担任からの情報によって，問題を抱えていると思
われる児童の観察を積極的に行っている。
また，委員会での協議の結果，校内だけでの解
決が難しいと判断された場合，タト音階関への協力
依頼や，保護者への紹介も行っているO
③必要に応じたプロジェクトチーム
コーディネーターは，校内外の連携・調整を図
ることや保護者との窓口を持つことのほかに，学
級担任への支援という大きな役割を持つ。しかし，
それは，コーディネーターがいわゆる何でも解決
できる「スーパー教師」であることを意味するわ
けではない。 B小学校のコーデ、ィネーターは，高
い専門性を持っている教員が務めていたが，専門
的な支援だけでなくチームとして問題の解決に向
かえるように，教員聞の連携を図っていた。
実際問題の解決に当たっては，保護者への説明
や外音日機関との連携は必要となってくる。 B小学
校では，保護者との相談は管理職が中心に担って
おり，コーディネーターはその窓口の役割を果た
している。さらに，外部機関について， 日頃から
情報収集を行い，保護者に対しても適切なアドバ
イスができるように心がけている。これらの役割
を果たすことは，判交の信頼にもつながることで
ある。
4 考察
(1) 問題解決モデ、ノレを取り入れた支援
通常学級において，担任が，特別な配慮、を要す
る児童の指導にあたって，特別な働きかけの必要
性は感じているものの，具体的にどのような支援
をしたらいいのかわからないという困り感を抱え
ていることが明らかになった。
このような担任の気づきを支援や指導に活かし
ていくために，校内の組織的な支援体制を整えて
いくことが求められる。干川 (2005)の提案する
問題解決モデルを教育相談活動の中に取り入るこ
とによって，問題の所在やニーズを明らかにでき，
その児童を取り巻く環境を整えることによって，
組織的に支援していくことが可能になると考えら
れる。問題解決モデルは，その過程がわかりやす
く明らかである。この点を踏まえると，これらの
問題を学級担任だけの問題として捉えるのでなく，
問題やニーズ，その支援の方法を共通理解し，連
携協力しながら進めることが可能になるのではな
し市道と考える。
(2) コーディネーターの役割とチーム援助
現在，各小中朝交において，コ}ディネーター
が指名されている。教員が充分に配置されていな
い状況の中で特別支援教育を推進していく場合，
今ある人的資源を有効に活かすには，コーディネ
ーターの役割は大きい。児童が抱える問題にかか
わる人の持てる力を充分に発揮できるようにして
いくことが必要だからである。そこで、，教育相談
活動を通常学級における特別な配慮、を要する児童
の支援・指導のあり方を検討する場と して機能さ
せていくことを解決策として提案したい。その機
能とは，①気づきの機能②実態(問題)把握の機
能③支援の機能の3つで、ある。これらについての
情報が共有化されるような場として，チーム援助
による教育相談活動を活かしていきたいと考える。
このチーム援助の過程を通して、かかわる教員同
士が連携協力し協倒していくことが必要であるこ
とを強調する。
以上を踏まえて，個々の問題やニーズに対応す
る支援のあり方を探る教育相談活動のあり方を
「市町哉的な支援体制プランJとして策定した。生
徒指導上の問題と特別支援教育的問題をできる限
り整理して考えられるように配慮する。また，こ
の教育相談活動が機能しているかについては，先
に挙げた3つの機能をチェックすることにより，
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明らかにしていくことが必要である。その役割は，
コーディネーターが担い，全体の推進や修正を図
る。
5 到達点と課題
(1) 到達点
通常学級において特別な園出書、を要する児童の支
援・指導にあたって具体的にどのような課題を抱
えているのかを意識調査や他の調査結果を参考に
明らにすることができた。さらに，それらの課題
を解決するため，問題解決モデルを取り入れた支
援体制プランを策定した。プランの策定にあたっ
て，次の3点を柱にしている。
①学級担任による気づきゃ児童自身の困り感を
スタ}トとする。問題把握にあたっては，客
観性を保つためチームによる話し合いの場を
持つ。
②問題解決の過程をシンフ。ルにする。そのため
に，問題解決モデルを取り入れた。
③どの過程においても，チームによる協働(チー
ム援助)を大事にする。その際，誰かが「特別
な専門家jとしての責務を果たすのではなく，
それぞれの立場の意見を尊重し，決定には全
員がかかわって¥，t¥く。
(2) 課題
現状においても教育相談活動が果たす役割は大
きい。そのチームの機能の目的をはっきりさせ，
特別支援教育コーディネーターが組織的な支援体
制の調整を行っていくことで， 学級担任や児童の
困り感により応えられる支援ができると考えられ
る。また，それぞれの専門性や経験を踏まえて，
チームの構成員の役割を明らかにしていくことで，
よりチーム援助が有効に機能するようにしていく。
2年次は，山形県内A小学校において， r組織
的な支援体制プラン」をもとに実践を行ってし1く。
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